
要旨：

本論文では公的年金が人口に与える影響についてパネルデータを使った分析を行う。

河内（2007）の最適人口との比較によって人口は公的年金のないモデルで過剰になり，家

庭内所得移転のないモデルで過少となることが示された。この理論分析に基づいて，実証的

に分析を行っている。結果として，公的年金の充実は，人口成長率に負の影響を及ぼすこと

が示される。
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１．は じ め に

人口が内生的であることはマルサスの人口論以来認識されていたことである。また発展途

上国が人口爆弾を抱えているのではないか，といった過剰人口への懸念もしばしば指摘され

てきている 。人口が内生的であり，少子・高齢化のような人口構造の変化が経済に重要な影

響を及ぼすことはよく認識されている。ところが，大部分の経済成長モデルでは人口を外生
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現在では途上国の出生率も低下傾向にあり，過剰人口の問題は緩和しつつあるようである（Easterly（2002），

Chapter5，pp.87-99）。また近年では，一人当たり所得の高い国における出生率の低下によって，公的年

金など社会保障関係費を支える財政の維持が課題となっている（IMF Survey（2004），pp.269-270）。



変数として処理しているように，内生的な人口の理論的ならびに実証的な分析はそれほど行

われてこなかった。この理由は，人口の内生化が分析を困難にするという問題であり，さら

に人口の内生化の仕方について，研究者が十分合意に到達していないという問題にあるよう

である。最近の経済成長論の理論的ならびに実証的成果を議論した著書の中で，Helpman（2004）

は著書で取り上げなかった重要なトピックの一つは「内生的人口成長」だと指摘し，その理

由の一つは内生的人口を分析している他の研究者との見解の相違にあると説明している

（Helpman（2004），p.xi）。

本論文では公的年金が人口や出生率にどのような影響を与えるのかを，河内（2007）の理

論モデルをもとにパネルデータを用いて実証分析する。

内生的な人口との関連で実証分析を行った論文にEhrlich and Zhong（1998）がある。Ehrlich
 

and Zhong（1998）では，人的資本の選択を明示的に考察したBecker（1964，1981）のアプ

ローチを経済成長に関連づけたEhrlich and Lui（1998）の理論モデルに基づいて分析を行っ

ている。しかし分析のもとになった理論モデルはミクロ的要素が強く，動学的なモデルとし

ては不完全でマクロ的経済成長モデルとしては十分分析されているとはいえない。

河内（2007）の理論的特徴の一つは，動学的マクロモデルに子どもの数の選択というミク

ロ的要素を入れ，公的年金が人口に与える影響を考察したことである。この理論モデルに基

づいた，208カ国，1990年から2005年までのパネルデータを使用した実証分析の結果は意味

のあるものだと考える。

構成は次の通りである。第２章では人口と公的年金の関係についての理論モデルを解説す

る。第３章では操作変数法パネル推定で行った分析結果を示し，第４章でまとめと今後の課

題について述べる。

２．人口と公的年金の関係

河内（2007）では，公的年金の充実によって老後の生活を子供からの仕送り に頼る必要が

なく，そのため無理をして子供をつくろうとしないことが，出生率低下の原因の１つではな

いか，一方一人当たりの所得の低い国では，公的年金が充実していないところが多く，老後

の生活を子供に頼ろうとするため，人口が過剰になるのではないかという問題意識のもとで，

理論的な分析を行った。

はじめに，定常状態での最適化分析を行い，限界生産物と平均生産物が等しくなるところ

で人口が決まるという，Cannan-Wicksell条件 と，１期（勤労世代）の限界効用と２期（老
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年世代）の限界効用が等しくなるところで所得移転を決めることが最適であるという条件が

導出される。次に，無限期間の動学的モデルを用いて分析し，世代間の所得移転の条件と，

修正されたCannan-Wicksell条件である最適人口の条件を導出する。定常状態での最適化分

析と動学的モデルの最適化によって出てきた条件を，近視眼的な世代モデルで分析して導き

出された主体的な世代間の所得移転の条件と，子どもの限界便益と限界費用の主体的バラン

ス条件で比較する。近視眼的モデルにおいて公的年金がある場合とない場合で比べると，公

的年金のない近視眼的な分析では，人口が過剰になることが示され，公的年金がある場合で

は過少になることを示される。

３．分 析

河内（2007）の理論分析から得られた結果をもとに実証的に分析を行う。従属変数は人口

成長率（population growth）または出生率（fertility rate）を試みた。また，教育水準が上

がると子供の機会費用が上がり，人口にマイナスの影響が出るというBecker的な要因を検証

するため，人的資本として school enrollment を変数に入れ，また，与件の変数として死亡

率（death rate）と健康への支出（health expenditure）を加えてクロスカントリーと時系列

のパネルデータを用いて分析する。

3.1 データと推計方法

データは発展途上国から先進国まで208カ国，social contributionsを公的年金の代理変数

として用いた分析は1990年から2005年までのパネルデータを，pensionデータについては1970

年から1989年まで140カ国のパネルデータを使用した。いくつかの国，また，いくつかの年

ではデータが欠落しているため，利用できるサンプルはそれよりもかなり少なくなっている。

一人当たりGDP，social contributions，school enrollment，死亡率，健康への支出，人

口成長率，そして出生率はThe World Bank Development Data Groupの 2007 WORLD
 

DEVELOPMENT INDICATORS CD-ROM が出典である。一人当たりGDP（GDP）は各

国の特色をあらわす指標として導入し，social contributions（SC）を公的年金の代理変数と

して使用している。SCには従業員，雇用主による social security contributionsを含んでい

る。教育水準の指標として school enrollment，tertiary（SET）を用いている。SETは年齢

にかかわらず全就学者数に対する大学レベルの教育を就学している人数の比率を示している。

その他の変数として，1000人当たりの死亡率を表すdeath rate（DTH）と健康のための一人

当たりの支出を示すhealth expenditure（HTH）を用いている。従属変数はpopulation growth

札幌学院大学経済論集 第3号（2011年７月)

大学レベルの教育水準

― ―41



rate（pop）と，女性一人当たりの子どもの数を示す total fertility rate（fr）で分析を行っ

ている。なお，出生率は負にならないので対数をとることができるが，人口成長率は負にな

りうるので通常対数はとれない。したがって推定するにあたって従属変数popを以下のよう

に変換する。

人口成長率 n は

n＝
N －N

N
＝N

N
－1

となるので，以下のように表すことができる。

1＋n ＝N
N

1＋n はいつも正であるので対数をとることができる。popのデータはパーセンテージで

表されているので， 100＋pop として対数変換し，推定を行っている。

Pensionデータは International Labour Office（ILO）のThe cost of social security 1975-

1989 からの出所である。Pension（PEN）は一人当たりの年金の支出額を示している。ILOの

The cost of social securityは残念ながら1989年以降刊行されていないため，それ以降のデー

タは得られていない。分析において不十分な期間しかpensionのデータは得られていないが，

純粋に公的年金だけを意味していないsocial contributionsを公的年金の代理変数として用い

て分析しているため，1970年から1989年までではあるがpensionデータを用いた分析を加え

ている。

推計方法は social contributionsと pensionが内生変数の可能性があることを考慮して，操

作変数法を用いており，それぞれ１期前の social contributionsと pensionを操作変数として

推計を行っている。

3.2 推定式と推定結果

推定式１：y＝α＋αlogGDP ＋αlogSC ＋αlogSET ＋αlogDTH ＋αlogHTH ＋ε

ε＝u＋v＋w

u～ N 0，σ cross-section error component
 

v～ N 0，σ time-series error component
 

w ～N 0，σ combined error component

表１は，推定式１における分析結果である。y＝logfrを説明変数とし，操作変数として１

期前の一人当たり social contributionsを用いて，一人当たり social contributionsを内生変

数（被操作変数）として扱う。推定の結果は，一人当たり social contributionsが出生率に対

して負の影響を与えることが１％有意で示されている。教育水準としての school enrollment
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も出生率に対して負の影響を与え，１％有意である。また，死亡率はマイナスに，一人当た

り健康への支出はプラスにとそれぞれ１％有意で示される。

結果１：一人当たりsocial contributionsが出生率に対して負の影響を与えることが１％有意

で示される。

推定式２：y＝α＋αlogGDP ＋αlogPEN ＋αlogDTH ＋ε

ε＝u＋v＋w

u～ N 0，σ cross-section error component
 

v～ N 0，σ time-series error component
 

w ～N 0，σ combined error component

表２は，推定式２おける分析結果である。y＝log 100＋pop を説明変数としており，操作変

数として１期前の一人当たりpensionを用いて，一人当たりpensionを内生変数（被操作変数）

として扱う。分析結果は人口成長率に対して一人当たりpension，死亡率は負の影響を与え，

それぞれ１％有意である。この分析結果でも一人当たりpensionの増加は人口成長率を低下さ

せることがわかる。当然ではあるが，死亡率が高いと人口成長率が下がることもわかる。

結果２：一人当たりpensionが人口成長率に対して負の影響を与えることが１％有意で示され

る。

表１ 推定結果１

Instrumental Variable
従属変数：logfr

推定値 ｔ値

Ｃ 2.5491 6.7437

GDP －0.2732 －3.4608

SC －0.1072 －9.4569

SET －0.1459 －5.5021

DTH －0.2796 －6.6008

HTH 0.3509 5.3001

Number of observations 204

D.W. 0.1026

R 0.6236

注１；被操作変数＝logSC，操作変数＝１期前の logSC
注２；1990年から2005年パネルデータ使用
注３； １％有意水準
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４．まとめと今後の課題

公的年金の充実が，人口もしくは出生率に与える影響を実証的に分析した。

1990年から2005年の16年間のパネルデータによる回帰分析である推定結果１において，

一人当たり social contributionsは出生率に負の影響を与えること，また，人的資本の代理変

数 school enrollment，tertiaryは負の影響を与えることを示し，Becker的な要因もあるこ

とを検証した。推定結果１が本論文での主要な分析結果であるが，social contributionsは公

的年金以外の支出も含まれることが気になった。ILOによる1970年から1989年の19年間の

クロスカントリー・データがあるので，これらのデータを用いた補完的な分析が推定結果２

である。推定結果２では一人当たりpensionが人口成長率に負の影響を与えることが示された。

しかし，欠損データの関係から school enrollment，tertiaryと一人当たり健康への支出を加

えて分析を行えなかったので，人的資本についての検定はできていない。データの収集など

に今後の課題があると考える。また，推定方法についても操作変数法だけでなく，GMM や

最尤法で分析を行うことが必要であると考える。

本推定結果によって，河内（2007）で展開してきた理論分析の公的年金の充実は人口を過

少にし，不十分な公的年金は人口を過剰にするという問題意識が実証的にも確認された。
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